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横浜市港南区地区センター指定管理者公募要項（７施設共通） 

 
 
横浜市港南区地区センターの指定管理者(管理運営を実施する団体)を募集します。 

 

１ 指定管理者制度について 

「公の施設」の管理については、公共団体等に限られていましたが、平成１５年６月の地方自治法

の一部改正により、民間のノウハウを活用することにより住民サービスの向上と経費の節減を目指す

ため、指定管理者制度が導入されました。 

指定管理者制度は、従来の管理委託制度とは異なり、地方公共団体の出資法人や公共団体に限らず、

民間事業者も議会の議決を経ることによって「公の施設」の管理を行う指定管理者となることができ

ます。 

港南区（以下「区」という。）では、地区センター等の指定管理者の選定にあたり、広く事業者を

公募し、管理運営について創意工夫のある提案を募集します。 

 

 

２ 公募の概要 

(1) 施設名称 

横浜市港南地区センター（以下、「港南地区センター」という。） 

横浜市港南台地区センター（以下、「港南台地区センター」という。） 

横浜市永谷地区センター（以下、「永谷地区センター」という。） 

横浜市野庭地区センター（以下、「野庭地区センター」という。） 

横浜市東永谷地区センター（以下、「東永谷地区センター」という。） 

横浜市桜道コミュニティハウス（以下、「桜道コミュニティハウス」という。） 

横浜市下野庭スポーツ会館（以下、「下野庭スポーツ会館」という。） 

上記７施設を総称していうときは「地区センター等」というものとします。 

 

(2) 指定期間 

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで（５年間） 

 

(3) 指定管理者の公募及び選定の方式 

指定管理者の公募及び選定は、公募型プロポーザル方式により提案審査を実施し、指定候補者及び

次点候補者を選定します。 

 

(4) 選定委員会の設置 

横浜市地区センター条例第13条の規定により「横浜市港南区地区センター指定管理者選定委員会」

を設置し、審査基準に基づいて書類審査及び面接審査等を行います。 

 

(5) 審査結果等の通知及び公表 

審査結果は、応募者に対して速やかに通知します。 

また、審査の経過及び結果は、指定候補者として選定後、区のホームページへの掲載等により公表
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します。 

 

(6) 協定の締結 

区は、指定候補者と細目の協議を行い、その後、議会の議決により指定管理者として指定された後

に、基本協定を締結します。 

また、毎年度、指定管理料の金額等に関する年度協定を締結します。 

 

(7) 施設の休館  

  ア 港南地区センターは平成 28 年度に加湿器系統の給水管の改修のため３か月程度の休館をする

予定です。その間の扱いについては区と指定管理者で協議することとなります。 

  イ 野庭地区センターは平成 30 年度以降に天井脱落対策工事のため最大６か月程度の休館をする

予定です。その間の扱いについては区と指定管理者で協議することとなります。 

   

(8) 問合せ先 
横浜市港南区役所 総務部 地域振興課 区民施設担当 

〒233-0004 横浜市港南区港南中央10－1 

電話：045(847)8399 FAX：045(842)8193 

E-mail: kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp 

  

 

３ 地区センターについて 

地区センターは、横浜市地区センター条例に基づき、地域の住民が自らの生活環境の向上のために

自主的に活動し、スポーツ、レクリエーション、講演会、研修会、サークル活動などを通じて相互交

流を深めることを目的として設置しています。 

地区センターのほか、コミュニティハウス、集会所、スポーツ会館などの施設が“地区センター”

として条例に位置付けられています。 

これらの施設を利用した様々な活動をきっかけに、地域コミュニティの醸成や地域の連携を図って

いただくため、幼児からお年寄りまでの幅広い層の市民が気軽に利用できる施設です。 

 

 

４ 公募対象施設の概要 

  別表１参照 

 

５ 指定管理者が行う業務の範囲 

(1) 地区センター等の利用の許可等に関すること。 

(2) 地区センター等の運営に関すること。 

(3) 横浜市地区センター条例第２条第２項に規定する事業の実施等に関すること。 

(4) 地区センター等の施設及び設備の維持管理に関すること。 

(5) その他、港南区地区センター指定管理業務仕様書のとおり 

 

 

６ 指定管理料 
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指定管理業務に係る経費は、応募時の提案額に基づき、会計年度（４月１日から翌年３月 31 日ま

で）ごとに本市予算の範囲内で、区と指定管理者が協議して決定します。支払時期や額、方法等は協

定にて定めます。 

  なお、平成 28 年度収支予算書（兼指定管理料提案書）作成の際の区指定上限額は以下の通りです。 

  港南地区センター     32,808千円 

  永谷地区センター     33,384千円 

  港南台地区センター    35,006千円 

  東永谷地区センター    37,183千円 

  野庭地区センター     36,737千円 

  桜道コミュニティハウス  21,866千円 

  下野庭スポーツ会館     7,934千円 

 

７ 公募及び選定のスケジュール 

  別表２参照 

 

 

８ 応募に関する事項 

(1) 応募者の資格 

指定期間中、安全円滑に対象施設を管理運営できる法人その他の団体（複数の団体が共同する共

同事業体を含む。）とします。個人での申請はできません。 

 

(2) 欠格事項 

次に該当する団体は、応募することができません。 

ア 地方自治法施行令第 167条の４の規定により本市における入札の参加資格を制限されていること 

イ 法人税、法人市民税、消費税及び地方消費税等の租税を滞納していること 

ウ 労働保険（雇用保険・労災保険）及び社会保険（健康保険・厚生年金保険）への加入の必要が

あるにも関わらず、その手続きを行っていないもの。 

エ 会社更生法・民事再生法による更生・再生手続中であること 

オ 当該指定管理者の選定を行う選定委員が、応募しようとする団体の経営又は運営に直接関与し

ていること 

カ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団経営支配法人等（横浜市暴力団排除条例（平成 23年

12月横浜市条例第 51 号）第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等をいう。）であること 

※本事項について、横浜市が神奈川県警察本部に対し調査・照会を行うため、別添の「役員等氏

名一覧表」を提出してください。 

キ 指定管理者の責に帰すべき事由により、２年以内に指定の取消を受けたものであること 

ク  ２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていること（仮に受けている場合には、必要な

措置の実施について労働基準監督署に報告済みでないこと） 

※共同事業体の場合には、構成するすべての団体が前記の欠格事項に該当しないとともに、応募

時に、「共同事業体の結成に関する申請書（様式 12）」を提出することとします。また、選定後

協定締結までに、代表団体及び責任分担を明確に定めた組合契約を締結し、組合契約書の写し

を提出することとします。 
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(3) 応募方法 

ア 応募書類 

(ア) 指定申請書（様式１） 

(イ) 横浜市○○地区センター指定管理者事業計画書（様式２） 

(ウ) 横浜市○○地区センター指定管理者自主事業計画書（様式３） 

(エ) 横浜市○○地区センター指定管理者自主事業別計画書《単票》（様式４） 

(オ) 平成 28年度収支予算書（兼指定管理料提案書）（様式５） 

(カ) 欠格事項に該当しないことの宣誓書（様式６） 

(キ) 人員表（直近３か年の事業年度分）（様式７） 

※各年度の常勤役員数、従業員数、非常用従業員数（パートタイマー、アルバイト）。なお、

非常用従業員数は８時間で一人と換算してください。 

(ク) 申請団体の定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

(ケ) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書（最新のもの） 

(コ) 申請団体の、指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並び

に前事業年度の収支計算書及び事業報告書（様式自由）※Ａ４サイズに統一 

(サ) 法人税・消費税及び地方消費税等の納税証明書[その３の３]   

   ※法人税、消費税及び地方消費税について未納の税額の無いことの証明書です。 

(シ) 横浜市税の納税状況調査の同意書（様式８） 

※現時点で横浜市に対して納税義務のない団体についても提出の必要があります。なお、指

定管理者として指定された後は、この同意書をもとに、毎年度本市への納税状況（本市の

課税状況の有無を含め）について状況調査を行います。 

(ス) 法人税及び法人市民税の課税対象となる収益事業等を実施していないことの宣誓書（様式９） 

※公益法人又は人格のない社団等で、収益事業等を実施していないことにより法人税・法人

市民税の申告義務がなく、かつ実際に申告税額がない場合に、提出の必要があります。 

(セ) 労働保険（労災・雇用）の加入を確認できる書類：労働局、労働基準監督署又は労働保険事

務組合発行の労働保険料の領収書の写し（直近の１回分）等 

(ソ) 健康保険の加入を確認できる書類：年金事務所又は健康保険組合発行の健康保険料の領収書

の写し（直近の１回分）等 

(タ) 厚生年金保険の加入を確認できる書類：年金事務所又は健康保険組合発行の厚生年金保険料

の領収書の写し（直近の１回分）等 

※加入の必要がないため、(セ)・(ソ)・(タ)のいずれかの領収書の写し等の提出ができない

場合は、「労働保険・健康保険・厚生年金保険の加入の必要がないことについての申出書」

（様式10）を提出してください。 

(チ) 貸借対照表、損益計算書、財産目録等（直近３か年の事業年度分） 

※任意団体にあってはこれらに類する書類 

(ツ) 団体の現在の組織、人員体制を示す人事労務関係の書類（就業規則、給与規定等） 

(テ) 設立趣旨、事業内容のパンフレット等団体の概要がわかるもの 

(ト) 役員等氏名一覧表（様式 11）[※注] 

 

※共同事業体を結成して公募に参加する場合には、さらに次の書類を提出してください。 

(ナ) 共同事業体の結成に関する申請書（様式12） 
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(ニ) 共同事業体連絡先一覧（様式13） 

※共同事業体として応募する場合には、代表団体を決め、代表団体が応募書類を提出してください。

ただし、応募書類のうち(カ)～（ト）については、全ての構成団体について提出いただきます。 

イ 提出方法・部数 

応募書類アから順に並べ、インデックスを付して、正本を１部、その写しを１２部（うち１部

はファイルやステープラー等で留めず、クリップ留めで提出してください。）を提出してくださ

い。 

※注 ト（様式 11）については、印刷・押印済みの原本１部（写しは不要です）及び様式のデ

ータ（ＣＤ－Ｒ等）を提出してください。 

ウ 公募要項等の配布 

(ア) 配布期間 

   別表２参照 

（港南区役所開庁時間：土曜・休日・祝日を除く午前８時45分～午後５時） 

(イ) 配布場所 

〒233-0004 横浜市港南区港南中央通10-1 港南区役所地域振興課(区役所２階29番窓口) 

港南区役所ホームページからもダウンロードができます。 

ＵＲＬ：http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/ 

エ 応募申請書提出期限 

平成27年７月16日（木）～７月17日（金） 

（港南区役所開庁時間 土曜・休日・祝日を除く午前８時45分～午後５時） 

オ 提出先 

〒233-0004 横浜市港南区港南中央通10-1 港南区役所地域振興課(区役所２階29番窓口) 

港南区地域振興課（区役所２階 29 番窓口）まで、直接ご持参ください。郵送・ＦＡＸ等によ

る提出は受理しません（受付期間内必着）。 
 

 (4) 応募者説明会及び現地見学会 

応募方法、応募書類の記載方法等について説明会を開催します。応募を予定される団体は、ご参加

ください。当日は、公募要項等の資料は配布しませんので、横浜市港南区役所ホームページから資料

をダウンロードする等、各自でご持参ください。現地見学会は説明会と同日に施設毎に開催します。 

・日時場所：別表２参照 

・参加人数：各団体３名以内とします。 

・申込方法：参加を希望される団体は、５月29日（金）までに、「地区センター指定管理者応募説

明会申込書」をＦＡＸ又はＥ-mailで港南区地域振興課にお送りください。 

 

(5) 質問の受付及び回答 

公募要項等の内容に関する質問は、質問書により受け付けます。 

・受付期間：平成27年６月11日（木）～６月18日（木） 

・提 出 先：横浜市港南区地域振興課 

ＦＡＸ：045-847-8399 

Ｅ-mail: kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp 

・提出方法：ＦＡＸ又はＥ-mailで上記提出先に質問書をお送りください。電話での問い合わせに

は一切応じられませんのでご注意願います。 

http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
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・回答方法：平成27年７月２日（木）までに、横浜市港南区役所ホームページへの掲載により回答

します。 

ＵＲＬ：http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/ 

 

 (6) 留意事項 

ア 接触の禁止 

選定委員会委員に対して、本件提案についての接触を禁じます。 

イ 重複応募の禁止 

本公募についての応募は、一団体につき一案とします。複数の応募はできません。また、一つ

の団体が複数の共同事業体に参加して応募することも認められません。 

ウ 応募内容変更・追加の禁止 

提出された書類の内容の変更又は書類の追加はできません。ただし、選定委員会が認めた場合

はこの限りではありません。 

エ 団体職員以外の者による、以下の行為の禁止 

応募にあたって、応募団体（共同事業体にあたっては、構成団体）の職員以外の者が、以下の

行為を行うことを禁止します。 

（ア）現地見学会・応募説明会への代理出席 

（イ）事業計画書その他の提出書類の作成（ただし、作成に関する技術的な助言等は除く） 

（ウ）選定委員会の面接審査への出席 

オ 応募者の失格 

応募者が次の事項に該当した場合は、失格となることがあります。 

① ア～エの禁止事項に該当するなど、公募要項に定める手続を遵守しない場合 

② 応募書類に虚偽の内容を故意に記載した場合 

カ 応募書類の取扱い 

応募書類は理由のいかんを問わず返却しません。 

キ 関係書類の著作権 

区が提示する設計図書（平面図等）の著作権は区及び設計者に帰属し、団体の提出する応募書

類の著作権は作成した団体に帰属します。 

ク 情報の公開等 

(ア) 応募書類について 

指定管理者・指定候補者の募書類については、「横浜市の保有する情報の公開に関する条

例」に基づき情報開示請求が提出された場合は、請求に基づき請求者に開示されます。 

また、指定候補者となった団体の応募書類については、選定後公表します。（様式 11を除く） 

その他区が必要と認めるときには、区は提出書類の全部又は一部を使用できるものとします。 

(イ) 審査の経過及び選定結果について 

審査の経過並びに指定候補者及び次点候補者の選定結果（名称・点数）については、区のホ

ームページで公表します。 

ケ 応募の辞退 

応募書類を提出した後に辞退する際には、辞退届を提出してください。 

コ 費用負担 

応募に関して必要となる費用は団体の負担とします。 

サ 団体の重要事項の変更 
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原則として応募書類提出後の団体の法人格の変更、共同事業体の構成団体の変更、その他の団

体に関する重要事項の変更は、指定までの間できません。 

応募しようとする団体が、応募後に法人格等を変更する可能性のある場合（応募時に法人化等

の手続き中である場合など）は、必ず応募前に区と相談してください。 

※法人格の変更とは、法人格を有していない団体が法人格を取得する場合、法人格の種類を変

更する場合などをいいます。 

シ 公募要項の承諾 

応募者は、応募書類の提出をもって、本公募要項の記載内容を承諾したものとみなします。 

 

 

９ 審査及び選定に関する事項 

(1) 審査方法 

指定管理者の選定は、公募型プロポーザル方式により、「横浜市港南区地区センター指定管理者選定

委員会」において指定候補者及び次点候補者を選定します。 

なお、選定にあたっては、応募者の提出書類及び面接審査等の内容を、指定管理者評価基準項目（別

添）に基づき総合的に審査します。 

また、面接審査では、プレゼンテーションを行っていただき、それに対する質疑を行いますので、団

体の代表者その他の職員合わせて３名までの出席をお願いします。面接審査の日時、場所については後

日応募団体に連絡します。また、区でプロジェクター・スクリーンを用意しますが、パソコン等との

相互性を踏まえ、応募者側で機材一式を用意することは可能とします。 

 

(2) 選定委員会 

【横浜市港南区地区センター指定管理者選定委員会】 

委員長  藤﨑 晴彦 （ 横浜市立大学 ） 

委員      井出 恵章 （ 永谷連合町内会 ） 

小野 かつよ ( 街の先生の会 ） 

嶋田 秀一 （ 港南区スポーツ推進委員連絡協議会 ） 

新  春枝 （ 東京地方税理士会横浜南支部 ） 

※所属は委嘱当時のものになります。 

 

(3) 会議の公開 

選定委員会の会議は、原則公開とします。ただし、公開しないことが適当であると選定委員会が判

断した場合は、会議の一部または全部を公開しないこととします。 

 

(4) 評価基準項目 

別表３「横浜市港南区地区センター指定管理者選定の評価基準項目」のとおり 

なお、応募団体が１団体のみの場合であっても、選定委員会の定める最低基準に満たないときは、

選定されず、再度公募を行う場合があります。次点候補者となる場合も最低基準を満たす必要があり

ます。また、財務状況の評価が著しく悪い場合は、選定から除外する場合があります。 

 

 

10 選定結果の通知及び指定手続き等 
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(1) 選定結果の通知 

選定結果については、平成 27年９月上旬に、全応募団体に文書で通知します。 

ア 指定候補者（１位団体）への通知：指定候補者の名称・点数 

イ 次点候補者（２位団体）への通知：指定候補者及び次点候補者の名称・点数 

ウ ３位以下の団体への通知：指定候補者、次点候補者及び当該団体の名称・点数 

 

(2) 指定の手続き 

指定候補者については、地方自治法の規定に基づき、指定管理者として指定する議案を横浜市会に

対し提出し、議決後に指定管理者として指定します。 

指定にあたっては、指定団体へ文書で通知するとともに、横浜市公告式条例（昭和25年横浜市条例

第35号）の定めるところにより公告します。 

 

(3) 協定の締結 

区は、指定候補者と細目の協議を行い、その後、議会の議決を経て指定管理者として指定した後に、

基本協定を締結します。 

 

(4) 協定の主な内容 

協定の内容は概ね次のとおりとします。詳細については別添の基本協定書（素案）を御確認くだ

さい（※最終的な内容は指定候補者に提示します）。 

ア 管理運営業務の範囲及び実施に関する事項 

イ 指定期間に関する事項 

ウ 利用の許可等に関する事項 

エ 事業計画書に記載された事項 

オ 利用料金及び減免等に関する事項 

カ 本市が支払うべき経費等に関する事項 

キ 施設内備品の管理等に関する事項 

ク 管理業務に関し保有する個人情報の保護等に関する事項 

ケ 利用状況及び事業報告等に関する事項 

コ 業務の評価等に関する事項 

サ 指定の取消し及び管理業務の停止等に関する事項 

シ 損害賠償等に関する事項 

ス 地区センター委員会の設置等に関する事項 

セ その他区長が必要と認める事項 

 

(5) 指定候補者の変更 

市会の議決を得られないとき、又は指定手続の過程で指定管理者に指定することが著しく不適当と認

められる事情が生じたとき等の場合には、指定候補者を指定管理者に指定しないことがあります。 

この場合、区は、次点候補者と協議を行い指定管理者の候補者として繰上げ、議会の議決を経て指

定管理者として指定するものとします。 

なお、指定候補者を指定管理者として指定しないこととした場合であっても、当該施設にかかる

業務及び管理の準備のため支出した費用等については、一切補償しません。 
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11 添付資料 

(1) 指定申請書（様式１） 

(2) 横浜市○○地区センター指定管理者事業計画書（様式２） 

(3) 横浜市○○地区センター指定管理者自主事業計画書（様式３） 

(4) 横浜市○○地区センター指定管理者自主事業別計画書《単票》（様式４） 

(5) 平成 28年度収支予算書（兼指定管理料提案書）Ａ～Ｄ（様式５） 

   ※地区センター５館に関しては収支予算書Ａを使用して下さい。コミュニティハウス・スポー

ツ会館に関しては収支予算書Ｂを使用して下さい。「２公募の概要（７）施設の休館」に記載

されている野庭地区センターに関しては収支予算書Ａに加え収支予算書Ｃも提出して下さい。

港南地区センターに関しては収支予算書Ａに加え収支予算書Ｄも提出して下さい。ただし収

支予算書Ｃ及びＤについては参考資料として扱うため、評価の対象外とします。   

(6) 欠格事項に該当しないことの宣誓書（様式６） 

(7) 人員表（様式７） 

(8) 横浜市税の納税状況調査の同意書（様式８） 

(9) 法人税及び法人市民税の課税対象となる収益事業等を実施していないことの宣誓書（様式９） 

(10) 労働保険・健康保険・厚生年金保険の加入の必要がないことについての申出書（様式 10） 

(11) 役員等氏名一覧表（様式 11） 

(12) 共同事業体の結成に関する申請書（様式 12） 

(13) 共同事業体連絡先一覧（様式 13） 

※(12)、(13)は、共同事業体を結成して応募する場合に使用 

(14) 質問書（※質問時に使用） 

(15) 辞退届（※応募書類提出後に辞退する際に使用） 

(16) 横浜市○○地区センター指定管理者応募説明会参加申込書 

(17) 横浜市◯◯地区センター指定管理者選定の評価基準項目 

(18) 横浜市○○地区センター指定管理業務 仕様書（７施設共通） 

   仕様書別紙１ 個人情報取扱特記事項、個人情報保護に関する誓約書、研修実施報告書 

      別紙２ リスク分担表           

(19) 横浜市○○地区センター指定管理業務 特記仕様書（施設別） 

   特記仕様書別紙１ 施設概要 

        別紙２ 職員業務内容 

        別紙３ 維持管理業務一覧 

        別紙４ 光熱水費及び保守点検に関する事項等（該当地区センターのみ） 

(20) 参考資料（横浜市地区センター条例、横浜市地区センター施行規則） 

 

12 その他 

(1) 課税に関する留意事項  

会社等の法人にかかる市民税、事業を行う者にかかる事業所税、指定管理者が新たに設置した償却

資産にかかる固定資産税等の納税義務者となる可能性がありますので、財政局主税部法人課税課にお

問い合わせください。なお、国税については税務署、県税については県税事務所へお問い合わせくだ

さい。 

(2) 指定の取消等 
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指定管理者が行う施設の管理の適正を期すために本市が行う指示に従わないとき、その他指定管

理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定管理者の指定を取り消し、若し

くは期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることがあります。 

また、指定管理者が本市一般競争入札及び指名競争入札に参加する資格を有する者であり、指定

期間中に横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に定める措置要件に該当する場合は、一

般競争参加停止及び指名停止を行います。 

 

13 事務担当 

〒233-0004 横浜市港南区港南中央通 10-1 

横浜市港南区役所地域振興課 施設担当 

電話：045-847-8399 FAX：045-842-8193 

Ｅ-mail： kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１　公募対象施設の名称、所在地及び建物概要

２階：和室、中会議室、小会議室２、料理室、ロビー

階数

階数 地下１階地上2階建

（２）永谷地区センター 港南区芹が谷5－45－7

地上２階建

1096.17㎡延床面積

施設内容

１階：ロビー、図書室、小会議室１、音楽室、レクリエーショ
ンホール、工芸室
別棟：プレイルーム　　中庭：屋外広場

（１）港南地区センター 港南区日野1－2－31

建物概要 構造 鉄筋コンクリート造

延床面積 1,762.6㎡

建物概要 構造 鉄筋コンクリート造

１階：ロビー、図書コーナー、音楽/工芸室、グループ室、プ
レイルーム、体育室、ステージ

建物概要 構造 鉄筋コンクリート造

施設内容

２階：中会議室、小会議室、和室、料理室、娯楽コーナー

（３）港南台地区センター 港南区港南台5－3－1

延床面積 1756.8㎡

階数 地上２階建

施設内容

２階：中会議室、小会議室、和室、料理室、娯楽コーナー

１階：ロビー、図書コーナー、グループ室、プレイルーム、体
育室、ステージ

（４）東永谷地区センター 港南区東永谷1－1－12

階数 地上２階建

延床面積 1742.6㎡

建物概要 構造 鉄筋コンクリート造

２階：ロビー、中会議室、小会議室、和室、料理室、工芸
室、図書コーナー、プレイルーム、娯楽コーナー、グループ
室

施設内容

１階：体育室、音楽室、シャワー室



建物概要 構造 鉄筋コンクリート造

施設内容

３階：中会議室、小会議室、和室、料理室、工芸室、音楽室

２階：ロビー、図書コーナー、グループ室、プレイルーム、娯
楽コーナー、子どもスペース、体育室、シャワー室

（５）野庭地区センター 港南区野庭町６１２

階数 地上３階建（２、３階部分）

延床面積 1807.6㎡

（６）桜道コミュニティハウス 港南区港南6－2－3

建物概要 構造 鉄筋コンクリート造

階数 地上２階建

スポーツ室、ミーティング室
屋外ひろば

延床面積 281.92㎡

施設内容

建物概要 構造 鉄骨造

階数 平屋建

428.32㎡

施設内容
１階：交流コーナー、図書室、研修室B

２階：多目的室、学習室、研修室A、研修室C

（７）下野庭スポーツ会館 港南区野庭町136－4

延床面積



別表２　公募及び選定のスケジュール

公募要項等に関する質問受付
平成27年６月１１日（木）～平成27年６月18日（木）17時 港南区役所地域振興課まで

FAX(045-842-8193)またはEメール(kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp)にて

（１）港南地区センター

募集要項の配布
平成27年5月18日（月）～平成27年７月17日（金）

港南区役所ホームページにて配布

質問に対する回答 平成27年７月２日（木）　 港南区役所ホームページ

応募書類の受付
平成27年７月16日（木）～平成27年７月17日（金）17時

港南区役所地域振興課（２階29番窓口）

面接審査 平成27年８月上旬 詳細（集合時間及び場所）は未定

選定結果の通知 平成27年９月上旬 文書で通知

公募要項等に関する質問受付
平成27年６月１１日（木）～平成27年６月18日（木）17時 港南区役所地域振興課まで

FAX(045-842-8193)またはEメール(kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp)にて

（２）永谷地区センター

募集要項の配布
平成27年5月18日（月）～平成27年７月17日（金）

港南区役所ホームページにて配布

質問に対する回答 平成27年７月２日（木）　 港南区役所ホームページ

応募書類の受付
平成27年７月16日（木）～平成27年７月17日（金）17時

港南区役所地域振興課（２階29番窓口）

面接審査 平成27年８月上旬 詳細（集合時間及び場所）は未定

選定結果の通知 平成27年９月上旬 文書で通知

応募者説明会
および現地見学会

平成27年６月５日（金）16時00分～
港南地区センター

小会議室

永谷地区センター
小会議室

平成27年６月５日（金）11時00分～
応募者説明会

および現地見学会

http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/


公募要項等に関する質問受付
平成27年６月１１日（木）～平成27年６月18日（木）17時 港南区役所地域振興課まで

FAX(045-842-8193)またはEメール(kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp)にて

（３）港南台地区センター

募集要項の配布
平成27年5月18日（月）～平成27年７月17日（金）

港南区役所ホームページにて配布

質問に対する回答 平成27年７月２日（木）　 港南区役所ホームページ

応募書類の受付
平成27年７月16日（木）～平成27年７月17日（金）17時

港南区役所地域振興課（２階29番窓口）

（４）東永谷地区センター

募集要項の配布
平成27年5月18日（月）～平成27年７月17日（金）

港南区役所ホームページにて配布

面接審査 平成27年８月上旬 詳細（集合時間及び場所）は未定

選定結果の通知 平成27年９月上旬 文書で通知

公募要項等に関する質問受付
平成27年６月１１日（木）～平成27年６月18日（木）17時 港南区役所地域振興課まで

FAX(045-842-8193)またはEメール(kn-shitei@city.yokohama.jp)にて

応募者説明会
および現地見学会

平成27年６月４（月）12時00分～
東永谷地区センター

小会議室

文書で通知

質問に対する回答 平成27年７月２日（木）　 港南区役所ホームページ

応募書類の受付
平成27年７月16日（木）～平成27年７月17日（金）17時

港南区役所地域振興課（２階29番窓口）

面接審査 平成27年８月上旬 詳細（集合時間及び場所）は未定

選定結果の通知 平成27年９月上旬

港南台地区センター
小会議室

平成27年６月５日（金）14時00分～
応募者説明会

および現地見学会

http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/


（５）野庭地区センター

募集要項の配布
平成27年5月18日（月）～平成27年７月17日（金）

港南区役所ホームページにて配布

公募要項等に関する質問受付
平成27年６月１１日（木）～平成27年６月18日（木）17時 港南区役所地域振興課まで

FAX(045-842-8193)またはEメール(kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp)にて

応募者説明会
および現地見学会

平成27年６月４日（木）15時00分～
野庭地区センター

小会議室

質問に対する回答 平成27年７月２日（木）　 港南区役所ホームページ

応募書類の受付
平成27年７月16日（木）～平成27年７月17日（金）17時

港南区役所地域振興課（２階29番窓口）

（６）桜道コミュニティハウス

募集要項の配布
平成27年5月18日（月）～平成27年７月17日（金）

港南区役所ホームページにて配布

面接審査 平成27年８月上旬 詳細（集合時間及び場所）は未定

選定結果の通知 平成27年９月上旬 文書で通知

公募要項等に関する質問受付
平成27年６月１１日（木）～平成27年６月18日（木）17時 港南区役所地域振興課まで

FAX(045-842-8193)またはEメール(kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp)にて

応募者説明会
および現地見学会

平成27年６月４日（木）17時～
桜道コミュニティハウス

多目的室

文書で通知

質問に対する回答 平成27年７月２日（木）　 港南区役所ホームページ

応募書類の受付
平成27年７月16日（木）～平成27年７月17日（金）17時

港南区役所地域振興課（２階29番窓口）

面接審査 平成27年８月上旬 詳細（集合時間及び場所）は未定

選定結果の通知 平成27年９月上旬

http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/


（７）下野庭スポーツ会館

募集要項の配布
平成27年5月18日（月）～平成27年７月17日（金）

港南区役所ホームページにて配布

公募要項等に関する質問受付
平成27年６月１１日（木）～平成27年６月18日（木）17時 港南区役所地域振興課まで

FAX(045-842-8193)またはEメール(kn-chishin-shisetu@city.yokohama.jp)にて

下野庭スポーツ会館
ミーティング室

平成27年６月５日（金）９時～
応募者説明会

および現地見学会

質問に対する回答 平成27年７月２日（木）　 港南区役所ホームページ

応募書類の受付
平成27年７月16日（木）～平成27年７月17日（金）17時

港南区役所地域振興課（２階29番窓口）

面接審査 平成27年８月上旬 詳細（集合時間及び場所）は未定

選定結果の通知 平成27年９月上旬 文書で通知

http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/
http://www.city.yokohama.lg.jp/konan/siteikanri/bosyu-cc/


港南地区センター・永谷地区センター・港南台地区センター東永谷地区センター・野庭地区センター 
指定管理者選定の評価基準項目 

１ 基本条件の理解度 

 

 

 

（10点） 

1-1 ・「施設の設置目的」や「区役所の施策上の施設の位置付け」及び施

設内容、機能等を適切に理解し、これを踏まえた管理運営の提案が

なされているか。(5点) 

1-2 ・「地域特性」を適切に理解し、地域ニーズを踏まえて、地域コミュ

ニティの醸成や地域の連携に繋がる管理運営の提案がなされている

か。（5点） 

２ 公平性 

（10点） 

2-1 ・全ての利用者に対して公平な利用機会の提供が可能となっているか。

（10点） 

３ 安定性・安全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

（25点） 

3-1 ・安定的な管理運営を継続できる職員体制が取られているか。（5点） 

3-2 ・個人情報保護その他の法令遵守体制について明確に示され、職員の

業務習熟、資質向上のための研修が十分に行われる計画となってい

るか。（5点） 

3-3 ・市（区）防災計画を踏まえ、公の施設としての役割を果たす計画と
なっているか。 

・地域と連携した日常的な防災への取組がなされているか。（5点） 

3-4 ・施設設備の故障、事故、犯罪等を未然に防ぐ管理運営体制が取られ、

緊急時の対応や危機管理の対応が具体的に計画されているか。（5点） 

3-5 ・安全かつ安定した施設の維持管理計画、施設の長寿命化に貢献する

修繕計画となっているか。（5点） 

４ 運営の実施効果 

 

 

 

（20点） 

4-1 ・地域コミュニティの醸成や地域の連携を促進させる具体的な取組な

どが提案され、地区センターの基本理念を効果的に達成する運営計

画となっているか。（10点） 

4-2 ・利用者数、施設稼働率の向上に対し、有効な対策が示されているか。

（5点） 

4-3 ・需要動向を踏まえた効果的な料金設定を行っているか。（5点） 

５ 利用者ニーズの把

握、利用者サービス

向上の取組   
（20点） 

5-1 ・利用者ニーズを捉えるための有効な手法が示され、施設運営に反映

させる仕組みが具体的に提案されているか。（10点） 

5-2 ・利用者サービスを向上する取組について、具体的かつ現実的な提案

がなされているか。（10点） 

６ 効果的な自主事業

展開 

 

 

 

（20点） 

6-1 ・地区センター自主事業の趣旨に沿った計画となっており、地域住民

の自主的活動や相互交流の促進が具体的に見込める提案内容となっ

ているか。（5点） 

6-2 ・内容が多岐に渡り、幅広い層の住民が参加できる計画となっている

か。（5点） 

6-3 ・質の高い事業を行う工夫が行われているか。（5点） 

6-4 ・地域住民が参加しやすい参加費設定を基本としているか。（5点） 

７ 効率性 

 

 

（25点） 

7-1 ・施設の維持管理計画に効率化の工夫が見られるか。（5点） 

7-2 ・収支計画は適切か。（10点） 

7-3 ・利用料金の増収や運営の効率化等により、指定管理料の削減に繋が

っているか。（10点） 

８ 積極性、意欲 

（10点） 

8-1 ・本業務に取り組む姿勢や提案内容に強い意欲、積極性が見られるか。

（5点） 

8-2 ・本市の重要施策の実現に向けて、積極的に取り組んでいるか。（5点） 

９ 団体の資質・実績 

 

（10点） 

9-1 ・団体の経営状況、社内体制、業務実績が本業務遂行上問題の無いも

のであるか。（5点） 

9-2 ・同施設の既存指定管理者にあっては、区の業務点検等による評価が

良好または不良であったか。（-5点～＋5点） 

（配点合計） 既存指定管理者の場合：150点、既存指定管理者以外の場合：145点 



桜道コミュニティハウス 
指定管理者選定の評価基準項目 

１ 基本条件の理解度 

 

 

 

（10点） 

1-1 ・「施設の設置目的」や「区役所の施策上の施設の位置付け」及び施

設内容、機能等を適切に理解し、これを踏まえた管理運営の提案が

なされているか。(5点) 

1-2 ・「地域特性」を適切に理解し、地域ニーズを踏まえて、地域コミュ

ニティの醸成や地域の連携に繋がる管理運営の提案がなされている

か。（5点） 

２ 公平性 

（10点） 

2-1 ・全ての利用者に対して公平な利用機会の提供が可能となっているか。

（10点） 

３ 安定性・安全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

（25点） 

3-1 ・安定的な管理運営を継続できる職員体制が取られているか。（5点） 

3-2 ・個人情報保護その他の法令遵守体制について明確に示され、職員の

業務習熟、資質向上のための研修が十分に行われる計画となってい

るか。（5点） 

3-3 ・市（区）防災計画を踏まえ、公の施設としての役割を果たす計画と
なっているか。 

・地域と連携した日常的な防災への取組がなされているか。（5点） 

3-4 ・施設設備の故障、事故、犯罪等を未然に防ぐ管理運営体制が取られ、

緊急時の対応や危機管理の対応が具体的に計画されているか。（5点） 

3-5 ・安全かつ安定した施設の維持管理計画、施設の長寿命化に貢献する

修繕計画となっているか。（5点） 

４ 運営の実施効果 

 

 

 

（15点） 

4-1 ・地域コミュニティの醸成や地域の連携を促進させる具体的な取組な

どが提案され、コミュニティハウスの基本理念を効果的に達成する

運営計画となっているか。（10点） 

4-2 
・利用者数、施設稼働率の向上に対し、有効な対策が示されているか。

（5点） 

５ 利用者ニーズの把

握、利用者サービス

向上の取組   
（20点） 

5-1 ・利用者ニーズを捉えるための有効な手法が示され、施設運営に反映

させる仕組みが具体的に提案されているか。（10点） 

5-2 ・利用者サービスを向上する取組について、具体的かつ現実的な提案

がなされているか。（10点） 

６ 効果的な自主事業

展開 

 

 

 

（20点） 

6-1 ・コミュニティハウス自主事業の趣旨に沿った計画となっており、地

域住民の自主的活動や相互交流の促進が具体的に見込める提案内容

となっているか。（5点） 

6-2 ・内容が多岐に渡り、幅広い層の住民が参加できる計画となっている

か。（5点） 

6-3 ・質の高い事業を行う工夫が行われているか。（5点） 

6-4 ・地域住民が参加しやすい参加費設定を基本としているか。（5点） 

７ 効率性 

 

 

（20点） 

7-1 ・施設の維持管理計画に効率化の工夫が見られるか。（5点） 

7-2 ・収支計画は適切か。（10点） 

7-3 
・運営の効率化等により、指定管理料の削減に繋がっているか。（5点） 

８ 積極性、意欲 

（10点） 

8-1 ・本業務に取り組む姿勢や提案内容に強い意欲、積極性が見られるか。

（5点） 

8-2 ・本市の重要施策の実現に向けて、積極的に取り組んでいるか。（5点） 

９ 団体の資質・実績 

 

（10点） 

9-1 ・団体の経営状況、社内体制、業務実績が本業務遂行上問題の無いも

のであるか。（5点） 

9-2 ・同施設の既存指定管理者にあっては、区の業務点検等による評価が

良好または不良であったか。（-5点～＋5点） 

（配点合計） 既存指定管理者の場合：140点、既存指定管理者以外の場合：135点 



下野庭スポーツ会館 
指定管理者選定の評価基準項目 

１ 基本条件の理解度 

 

 

 

（10点） 

1-1 ・「施設の設置目的」や「区役所の施策上の施設の位置付け」及び施

設内容、機能等を適切に理解し、これを踏まえた管理運営の提案が

なされているか。(5点) 

1-2 ・「地域特性」を適切に理解し、地域ニーズを踏まえて、地域コミュ

ニティの醸成や地域の連携に繋がる管理運営の提案がなされている

か。（5点） 

２ 公平性 

（10点） 

2-1 ・全ての利用者に対して公平な利用機会の提供が可能となっているか。

（10点） 

３ 安定性・安全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

（25点） 

3-1 ・安定的な管理運営を継続できる職員体制が取られているか。（5点） 

3-2 ・個人情報保護その他の法令遵守体制について明確に示され、職員の

業務習熟、資質向上のための研修が十分に行われる計画となってい

るか。（5点） 

3-3 ・市（区）防災計画を踏まえ、公の施設としての役割を果たす計画と
なっているか。 

・地域と連携した日常的な防災への取組がなされているか。（5点） 

3-4 ・施設設備の故障、事故、犯罪等を未然に防ぐ管理運営体制が取られ、

緊急時の対応や危機管理の対応が具体的に計画されているか。（5点） 

3-5 ・安全かつ安定した施設の維持管理計画、施設の長寿命化に貢献する

修繕計画となっているか。（5点） 

４ 運営の実施効果 

 

 

 

（15点） 

4-1 ・地域コミュニティの醸成や地域の連携を促進させる具体的な取組な

どが提案され、スポーツ会館の基本理念を効果的に達成する運営計

画となっているか。（10点） 

4-2 
・利用者数、施設稼働率の向上に対し、有効な対策が示されているか。

（5点） 

５ 利用者ニーズの把

握、利用者サービス

向上の取組   
（20点） 

5-1 ・利用者ニーズを捉えるための有効な手法が示され、施設運営に反映

させる仕組みが具体的に提案されているか。（10点） 

5-2 ・利用者サービスを向上する取組について、具体的かつ現実的な提案

がなされているか。（10点） 

６ 効果的な自主事業

展開 

 

 

 

（20点） 

6-1 ・スポーツ会館自主事業の趣旨に沿った計画となっており、地域住民

の自主的活動や相互交流の促進が具体的に見込める提案内容となっ

ているか。（5点） 

6-2 ・内容が多岐に渡り、幅広い層の住民が参加できる計画となっている

か。（5点） 

6-3 ・質の高い事業を行う工夫が行われているか。（5点） 

6-4 ・地域住民が参加しやすい参加費設定を基本としているか。（5点） 

７ 効率性 

 

 

（20点） 

7-1 ・施設の維持管理計画に効率化の工夫が見られるか。（5点） 

7-2 ・収支計画は適切か。（10点） 

7-3 
・運営の効率化等により、指定管理料の削減に繋がっているか。（5点） 

８ 積極性、意欲 

（10点） 

8-1 ・本業務に取り組む姿勢や提案内容に強い意欲、積極性が見られるか。

（5点） 

8-2 ・本市の重要施策の実現に向けて、積極的に取り組んでいるか。（5点） 

９ 団体の資質・実績 

 

（10点） 

9-1 ・団体の経営状況、社内体制、業務実績が本業務遂行上問題の無いも

のであるか。（5点） 

9-2 ・同施設の既存指定管理者にあっては、区の業務点検等による評価が

良好または不良であったか。（-5点～＋5点） 

（配点合計） 既存指定管理者の場合：140点、既存指定管理者以外の場合：135点 
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